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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、株主や顧客をはじめとするステークホルダーの公正かつ公平な利益を守るとともに、企業価値の継続的な向上を図るため、コンプライア
ンスの徹底とコーポレート・ガバナンス体制の強化に取り組んでおります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【原則4-2-1.　中長期的な業績と連動する報酬】

　変化の激しいインターネット業界においては、中長期的な業績と連動する報酬を設定したとしても、その有用性には限界があると考えておりま
す。

　このため、当社の各取締役の報酬については、当社が毎期設定する、売上高、経常利益等の業績数値目標の達成度のみならず、「スピリットベ
ンチャー宣言」及び「ペパ典」を基礎とする定性的な目標の達成度を多面的に評価した結果により基準報酬額が定まる仕組みを採用しておりま
す。

　さらに、各取締役が設定する個別の目標達成度に応じて、各取締役の基準報酬額が20％の範囲内で増減される報酬制度となっております。

　また、業績目標を達成した場合には、その成果に応じて役員賞与が追加の報酬として支給されることとしております。

　そして、当社の全ての取締役について、各取締役の目標達成度及び各取締役に対して最終的に支給された通期の報酬額を全役員及び全従業
員に公開し、透明性を確保しております。

　このように、当社は、業績数値を含む目標達成度等に連動した報酬制度に基づいて、各取締役の報酬を決定することで、持続的な成長に向けた
健全なインセンティブ付けを図っております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-4. 政策保有株式】

　当社は、投資対象会社との業務提携等により、当社の既存事業の成長や新規事業の創出のほか、当社が提供しているサービスと事業上のシ
ナジー効果など、当社の企業価値の向上が見込まれる場合にのみ政策保有株式を保有することとしております。

　なお、当社が株式投資を行う場合には、経営戦略部門での精査を踏まえ、案件の重要性に応じて取締役会又は経営会議における慎重な審議を
経て決定します。

　個別銘柄の保有の適否に関する検証につきましては、保有先との取引状況、保有先企業の財政状態や経営成績について適切にモニタリングを
実施するとともに、株式の取得や保有の合理性・必要性を踏まえた上で、政策保有の継続について取締役会での検討を行ってまいります。

　議決権の行使につきましては、発行会社の企業価値の向上に有益である議案であるかどうか、また株主である当社への影響を考慮の上、以下
を社内基準として、総合的に判断の上で行使します。なお、議決権の行使にあたっては、投資の主管部門である経営戦略部門が議案に対する当
社の賛否表明案を立案し、所定の協議・審査プロセスを得て、各議案についての賛否を決定します。

＜議決権行使基準＞

・原則として棄権はしない。

・当社の投資目的・保有方針を踏まえて賛否を決定する。

【原則1-7.　関連当事者間の取引】

　当社は、新規に取締役や主要株主等との間の取引（「関連当事者間取引」といいます。）を行う場合は、会社及び株主共同の利益を害することの
ないよう社外取締役等を構成員とする社内委員会又は弁護士等を構成員とする第三者委員会の意見を取得する運用としております。また、取締
役会において、関連当事者間取引の決議を行う際には、当該取引に関連する取締役は特別利害関係人として決議に参加せず、定足数にも含ま
れません。なお、関連当事者取引の監視については、今後、取り組み内容を開示してまいります。

【補充原則2-4-1. 中核人材の登用等における多様性の確保】

（１）多様性の確保についての考え方

　当社は、「もっとおもしろくできる」という企業理念のもと、インターネットサービスを通じて様々な表現活動を支援し、「人類のアウトプットを増やす」
ことで、 人種・宗教・年齢・性別・国籍等とは関係なく、誰もが活躍できる、多様な人材の採用、起用を積極的かつ継続的に行いつつ、それぞれの

特性や能力を最大限活かせる職場環境の整備やマネジメント層の教育などの取り組みを進めています。

（２）多様性の確保に向けた人材育成方針、社内環境整備方針、その状況

　労働力不足、働き方の価値観の変化、兼業や副業といった新たな労働スタイルの浸透等により環境が大きく変わる中、当社では、従業員が高い
モチベーションを持ち、多様なキャリアパスや働き方を実現できるよう制度整備や環境構築を行っています。

　今後も、人事評価制度の運用や継続的なアップデート、また仕事と育児の両立支援制度の積極的な活用を行うことにより、女性上位職者数の増
加、男性育児休業取得率の向上を目指し、性別を問わず多様な人材が最大限能力を発揮できる組織を構築してまいります。

　引き続き、人材育成や環境整備の積極的な取り組みにより、当社で働く一人ひとりが自身の活躍する領域を広げ、結果として多様な人材で構成



される組織として持続的成長を目指します。

【原則2-6.　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

　当社は企業年金を導入していないものの、確定拠出年金制度を導入し、役職員の資産形成支援を実施しております。

【原則3-1.　情報開示の充実】

（ⅰ）会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

　当社は、「もっとおもしろくできる」という企業理念のもと、インターネットサービスを通じて個人の表現活動を支え、さらには、インターネットと表現
の可能性を追求し、誰もが活躍できる機会を提供したいとの想いから「人類のアウトプットを増やす」ことをミッションとしております。

　また、当社のコアコンピタンス、ノウハウ、マーケットポジションを競争力に転換するために、以下のような経営戦略をとっております。

① ターゲティング戦略

　当社の属するインターネットサービスの市場は、参入障壁が低く、競合に対して様々な差別化戦略を行う必要があります。そのため、当社では
「だれにどのようなサービスを提供するか」を考慮した上で、サービスのコンセプトや基本機能・提供価格を設定し、ターゲットにあわせたデザイン
やネーミングなどによって他社との差別化を図っております。特にホスティング事業においては、性別、年齢、職業、用途などの属性ごとにブランド
を構築し、各ブランドで圧倒的なシェアを獲得することで、市場における当社のシェアを底上げしていくマルチブランド戦略を展開しております。

② デザイン戦略

　当社においてデザインは最も重視される戦略であり、創業以来のコアコンピタンスと位置づけております。従来のインターネットインフラサービス
は、ウェブサイトのデザインを軽視する傾向にあり、その中で当社は、デザインの差別化を戦略の一環と位置づけ、デザインを重視したサービスの
提供を行うことにより市場を開拓してまいりました。また、当社のミッションである「人類のアウトプットを増やす」を体現するための「魅せる」デザイン
や、顧客満足度を高めるためのユーザーインターフェイスなどもデザイン戦略の一環であると考え重視しております。

（ⅱ）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

　当社は、株主や顧客をはじめとするステークホルダーの公正かつ公平な利益を守るとともに、企業価値の継続的な向上を図るため、コンプライア
ンスの徹底とコーポレート・ガバナンス体制の強化に取り組んでおります。

（ⅲ）取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

　取締役の報酬は、業績等に連動して自動的に定まる額を基準として、各取締役が事業年度毎に設定する定量的な目標及び定性的な目標の達
成度を多面的に評価し、決定します。また、取締役の報酬は、株主総会の委任に基づき取締役会が決定しております。なお、指名・報酬委員会は
取締役会の決定に先立ち、答申を行っております。

（ⅳ）取締役会が経営陣幹部の選任と取締役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

　当社では、当社独自で定めた取締役の行動指針に照らし、それぞれの資質、態度、管理能力、人格及び見識等を十分考慮のうえ、取締役として
株主からの経営の委任に応え、その職責を担う適任者を取締役候者として取締役会の決議に基づき指名する方針としております。なお、指名・報
酬委員会は取締役会の決定に先立ち、答申を行っております。

（ⅴ）取締役会が上記（ⅳ）を踏まえて取締役候補の指名を行う際の、個々の選任・指名の理由については、定時株主総会招集ご通知の参考書類
に記載しております。

（令和６年３月開催 定時株主総会招集ご通知）

https://pdf.pepabo.com/convocation_notice/202402261200c1.pdf#_ga=2.235262977.1254072117.1710120362-1588062846.1694411880

【補充原則3-1-3. サステナビリティについての取組み等】

　当社は、サステナビリティに関する3つの重要課題(マテリアリティ)に基づいた取り組みを当社ホームページにおいて記載しており、ESGの定量
データ開示や具体的な取り組み事例等の情報開示を実施しております。

　また、当社はTCFD （気候関連財務開示タスクフォース）の提言に基づき、気候変動に関わるリスク、収益機会等の影響について、今後も情報開

示の拡充を図ってまいります。TCFD提言に基づく開示については、当社2022年12月期有価証券報告書をご参照ください。

https://disclosure2dl.edinet-fsa.go.jp/searchdocument/pdf/S100QFMS.pdf?sv=2020-08-04&st=2023-03-23T08%3A22%3A09Z&se=2033-03-23T15%
3A00%3A00Z&sr=b&sp=rl&sig=nRrZ3Ex24b2Uup4eYzsaLD5HUBBTwpiLBGZlEleHVZ4%3D

＜3つの重要課題＞

・環境負荷の低減を通じた地球環境への配慮と保全

・あらゆる人々を支援し人類のアウトプットを増やす

・ガバナンスの強化による健全で透明性のある企業経営

　

　詳細は、当社ホームページの「サステナビリティ」のページをご参照ください。

https://pepabo.com/sustainability/

【補充原則4-1-1.　経営陣に対する委任の範囲の概要】

　取締役会は、法令又は定款に定められた事項、株主総会決議により委任された事項その他当社の経営方針や経営戦略等の重要事項の意思
決定、並びに当社及び当社グループ全体の業務執行の監督を行っております。

　取締役会への具体的な付議基準として、取締役会規程により、金額基準等を定めており、意思決定する範囲を明確化しております。取締役会が
決定する事項以外の意思決定については、経営会議規程その他の社内規程に定めた基準に従い、経営会議又は代表取締役等に委任しており
ます。

【原則4-9　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

(1)会社法上の要件と当社独自の独立性要件を策定し、この独立性要件を基準に独立社外取締役を選任します。

(2)独立性要件は、監査等委員の審議を受けて取締役会で策定し、コーポレート・ガバナンス報告書等で公表します。当社の定める独立性に関す
る基準の具体的な内容は、当社ホームページに掲載する「コーポレートガバナンス」のページをご参照ください。

https://pepabo.com/ir/management/governance/

【補充原則4-10-1. 任意の仕組みの活用】

　当社は、取締役会の諮問機関として、任意の「指名・報酬委員会」を設置しております。本委員会は、指名委員会と報酬委員会の双方の機能を
担っており、取締役等の指名・報酬決定プロセスの客観性を向上させ、ステークホルダーへの説明責任を果たすとともに、取締役会のガバナンス
強化を図ることを目的としており、客観的かつ公正は観点から取締役の指名・報酬などについて審議し、必要に応じて取締役会への答申を行いま
す。

　本委員会は、委員は３名以上とし、その過半数は独立社外取締役とすることと定めております。

【補充原則4-11-1. 取締役会の知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模に関する考え方】

　当社では、人種、国籍、性別及び学歴等の区別なく、当社独自で定めた「ペパ典」等の行動指針に照らし、それぞれの人格及び見識等を考慮の
うえ、取締役として株主からの経営の委任に応え得る適任者を取締役候補者としています。取締役候補者については、指名・報酬委員会に答申を



行った上で、取締役会の決議に基づき選定しています。

　また、取締役の構成については、取締役会としての役割・責務を実効的に果たすための知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模を踏まえ
た構成としています。当社監査等委員には、法務、財務・会計に関する適切な知見を有する者が選任されるよう留意しています。

　

　取締役に関するスキルマトリックス等につきましては、当社ホームページに掲載する「コーポレートガバナンス」のページをご参照ください。

　https://pepabo.com/ir/management/governance/

【補充原則4-11-2.　取締役の他の上場会社の役員の兼任状況】

　当社では、取締役が当社以外の会社の役員を兼任する場合は、その一部を取締役会承認事項としております。 取締役会では、当社の発展に

寄与し、かつ、当社にとって有益であると判断した場合に限り認めることとしており、これにより取締役が当社の業務に専念できる体制をとってまい
ります。

　なお、役員の他社における兼任状況は、株主総会招集ご通知の参考書類、事業報告や有価証券報告書を通じ、毎年開示を行っております。

【補充原則4-11-3. 取締役会全体の実効性についての分析・評価】

　当社は、課題や改善点を洗い出し、取締役会の実効性及び取締役会の機能の向上を図ることを目的に、取締役会の実効性評価を実施していま
す。評価にあたっては、毎年、取締役（監査等委員を含む）全員を対象に、取締役会の構成や運営等への評価・分析を行うアンケート調査を行い、
取締役会事務局にて集計および分析を行っております。

　詳細は、当社ホームページに掲載する「コーポレートガバナンス」のページをご参照ください。

https://pepabo.com/ir/management/governance/

【補充原則4-14-2.　取締役に対するトレーニングの方針】

　当社の取締役に対するトレーニングの方針は、経営のプロフェッショナルたる各役員が各人の判断において、必要な知識の取得・能力の研鑽に
努めることを原則としており、取締役会・経営会議における詳細な議論を通じて、知識・能力の深化・共有を図っております。

　また、社外取締役を新たに迎える際には、当社の事業戦略及び組織等について十分に理解する機会を提供できるよう検討しております。 新任

者に対しては、その役割及び責務に関する外部研修の機会を提供してまいります。

【原則5-1.　株主との建設的な対話に関する方針】

(1)基本的な考え方

　当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値向上のためには、株主・投資家との間で継続的かつ積極的な対話を実施し、当社の状況について
経営トップの理解と資本市場からの理解との間に齟齬をつくらないことが重要と認識しております。かかる対話の実現のため、決算説明会を年に4
回開催し、株主・投資家に会社現況や 戦略を伝えております。また、株主通信として「ペパボ通信」を年に２回発行するほか、個人投資家向け説

明会や近況報告会等を開催して、株主との直接の対話機会を設けております。機関投資家やアナリスト向けには 「ワン・オン・ワン・ミーティング」

を適宜開催しております。今後は、当社の株主構成を考慮して、個人投 資家向けの説明会等の開催も検討してまいります。

（2）株主との対話全般を統括する取締役の指定及び対話を補助する社内部門の有機的な連携のための方策

　株主との対話については、IR担当取締役が統括し、日常的な連携を図っております。また、株主・投資家との対話に当たっては、経営トップであ
る社長が自らの言葉で説明を行い、質疑応答においても自らが回答することを基本方針としております。

　なお、株主との対話の際には、当社の情報開示方針に基づき、情報の管理を適切に行い、インサイダー情報を伝達しないよう配慮しております。

（情報開示方針）

https://pepabo.com/ir/management/policy/

【補充原則5-2-1. 経営戦略や経営計画の策定・公表】

　当社は、事業環境及び入手可能な情報に基づき、最善の経営方針を立案するよう努めております。

　経営環境を取り巻く諸要素に鑑み、ホスティング、EC支援、ハンドメイド、金融支援の４つの事業ポートフォリオを構築し、決算説明会資料等にお
いて業績の進捗や見通しを開示しているほか、2026年にむけた中長期の目標を策定し、持続的な経営効率の向上と事業成長を目指しておりま
す。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

GMOインターネットグループ株式会社 3,031,400 57.44

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 259,100 4.90

ＧＭＯアドパートナーズ株式会社 108,000 2.04

佐藤　健太郎 47,800 0.90

松尾　志郎 41,600 0.78

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 41,200 0.78

ペパボ社員持株会 29,700 0.56

CＲＥＤＩＴ　ＳＵＩＳＳＥ　ＡＧ　ＨＯＮＧ　ＫＯＮＧ　ＴＲＵＳＴ　Ａ／Ｃ　ＣＬＩＥＮＴ 28,000 0.53

谷口　悌一 27,500 0.52

三井　瑞龍 27,000 0.51

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――



親会社の有無 GMOインターネットグループ株式会社　（上場：東京）　（コード）　9449

補足説明

１．上記大株主の状況は、2023年12月31日時点のものです。

２．2023年12月31日時点で上記のほか、自己株式が191,657株あります。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 スタンダード

決算期 12 月

業種 情報・通信業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

当社は、親会社であるGMOインターネットグループ株式会社との利益相反取引となる場合、その他少数株主に対する特別の配慮が必要となる取
引等については、独立社外取締役の意見を聞き、第三者との取引と比較する等、取引の必要性並びに取引条件及びその決定方法の妥当性につ
いて、慎重に検討した上で行っております。

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

当社取締役10名のうち、親会社（ＧＭＯインターネットグループ株式会社）から招へいした兼任取締役は１名であり、当社取締役の半数未満となっ
ております。また、その就任は当社からの要請に基づくものです。以上のことから、当社は独自の経営判断が行える状況にあり、親会社からの独
立性を確保しております。

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 14 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 10 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名



社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

雨宮　雄一 公認会計士

宍戸　一樹 弁護士

山内　真理 公認会計士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

雨宮　雄一 ○ ○ ―――

公認会計士としての企業会計等に関する豊富
な専門的知見を有しており、当社の社外取締
役（監査等委員）に相応しい経験と能力を有し
ております。以上のことから、引き続き社外取
締役（監査等委員）に選任いたしました。

宍戸　一樹 ○ ○ ―――

弁護士として豊富な経験と幅広い知識を有して
おり、当社の社外取締役（監査等委員）に相応
しい経験と能力を有しております。引き続き、社
外取締役（監査等委員）に選任いたしました。

山内　真理 ○ ○ ―――

公認会計士としての企業会計等に関する豊富
な専門的知見を有するとともに、クリエイターへ
の経営支援を中心に活動されており企業価値
向上に貢献いただけると判断し、引き続き社外
取締役（監査等委員）に選任いたしました。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

委員長（議長）

監査等委員会 4 1 1 3 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

なし



現在の体制を採用している理由

監査等委員会は、内部監査室との連携により監査を実施することから、監査等委員会の職務を補助すべき使用人を設けておりません。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査等委員会は、内部監査室及び会計監査人と意見・情報交換を行い、連携しながら監査を行っており、期末の監査等委員会監査報告は、意見
交換を行った上で作成いたします。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 4 0 1 3 0 0
社内取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 4 0 1 3 0 0
社内取
締役

補足説明

取締役会の諮問機関として、社外取締役を主要な構成員とする任意の指名・報酬委員会を設置いたしました。今後は、取締役の指名・報酬などに
係る取締役会の機能の独立性・客観性を強化いたします。

【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

該当項目に関する補足説明

2022年２月16日をもちましてストックオプションの行使は期間満了を迎えております。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、従業員



該当項目に関する補足説明

取締役及び従業員に対して、業績向上への意欲と士気を高めることを目的として付与しております。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

2023年12月期において取締役に支払った年間報酬総額は173,868千円（うち、社外取締役17,600千円）となっております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で、個々の役員の職責や貢献、会社の業績等を勘案して決定しております。

【社外取締役のサポート体制】

社外取締役に対しては、取締役会開催の都度、事前に情報伝達を行うと共に、経営に与える影響が大きい議案に関しては事前確認を行っており
ます。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

（１）業務執行機能は以下のとおりです。

取締役会においては、戦略的かつスピーディーな経営を実現し、競争力の維持・強化を図るために、経営の意思決定と業務執行の監督および会
社法に基づく決議事項について、積極的な議論のうえに決定することを旨としております。また、監査等委員である取締役４名も出席し、監査等委
員でない取締役の職務遂行を監視しております。その他、代表取締役、常勤取締役および各部門の責任者が出席する経営会議を週１回開催し、
会社の経営方針の伝達および各部門の報告を行っております。内部統制につきましては、社内業務全般にわたり職務分掌および職務権限を整
備することにより、各職位が明確な権限と責任を持って業務を遂行しており、内部監査によるモニタリングを実施しております。

また、取締役の指名・報酬に関する委員会として、指名・報酬委員会を設置いたしました。指名・報酬委員会は、代表取締役１名、社外取締役３名
で構成されております。取締役会の諮問機関として、客観的かつ公正は観点から取締役の指名・報酬などについて審議し、必要に応じて取締役会
への答申を行います。

（２）内部監査機能は以下のとおりです。

社長直轄の独立した組織として内部監査室を設置し、財務報告に係る内部統制の状況について監査を行うと共に、法令・社内諸規則遵守やリス
クの予防についての状況を検証しております。監査等委員会は、４名の監査等委員である取締役によって月１回定期的に開催しております。監査
等委員である取締役は、監査等委員会が定めた監査の方針、業務の分担等に従い、取締役会および社内の重要な会議へ出席する他、業務、財
産の調査等を実施するとともに、内部監査室並びに会計監査人との連携により監査機能を充実し、モニタリング機能を果たしております。

（３）会計監査人の機能は以下のとおりです。

会計監査業務はEY新日本有限責任監査法人が行っており、年度決算をはじめとして、適時会計監査を受けております。なお、当社と同監査法人
または業務執行社員との間には、公認会計士法の定めによる特別な利害関係はありません。

＜会計監査業務を執行した公認会計士＞

業務執行社員　中井清二（当社に係る継続監査年数は７年以内です）

業務執行社員　大澤一真（当社に係る継続監査年数は７年以内です）

（４）監査等委員会の機能強化に向けた取組状況

監査等委員である取締役４名全員が積極的に取締役会に参加し、独立的立場から監査等委員でない取締役の職務執行状況を監視しておりま
す。また、監査等委員である常勤取締役は、取締役会のみならず、当社の意思決定に大きく関わる経営会議に出席し、監査等委員会の機能強化
を図っています。

なお、監査等委員である取締役４名のうち３名が社外取締役であり、特に社外の視点からのチェック機能を重視することによって、監査機能を強化
しております。

（５）責任限定契約

当社は、定款の規定に基づき、社外取締役３名との間で、会社法423条第１項に基づく損害賠償責任を会社法第425条第１項に定める最低限度額
に限定する旨の契約を締結しております。



３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、取締役会の監査・監督機能の一層の強化とガバナンスのさらなる充実を図るため、2016年3月20日に監査役会設置会社から監査等委員
会設置会社に移行いたしました。監査権限と取締役会における議決権を有する監査等委員が、適法性・妥当性の両面から適切に取締役の業務
執行の監督を行うなど、監査等委員会設置会社への移行により、経営の公正性、透明性及び効率性が高まるものと考えております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 株主総会招集通知を法定期日よりも３営業日以上前に発送しております。

集中日を回避した株主総会の設定 株主総会集中日を回避し、より多くの株主様にご参加いただけるよう配慮しております。

電磁的方法による議決権の行使 電磁的方法による議決権の行使を導入しております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

議決権電子行使プラットフォームは利用しておりませんが、今後の株主構成等の状況を
勘案しながら、導入について検討してまいります。

招集通知（要約）の英文での提供
招集通知（要約）の英文での提供は行っておりませんが、今後の株主構成等の状況を勘
案しながら、導入について検討してまいります。

その他
株主総会は、場所の定めのない株主総会（以下、「バーチャルオンリー株主総会」といい
ます。）を導入いたしました。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表 「情報開示方針」をホームページに掲載しております。

個人投資家向けに定期的説明会を開催
四半期毎のアナリスト・機関投資家向けの説明会をインターネット上で動画配
信しております。

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

四半期毎にアナリスト・機関投資家向けの説明会を実施しております。 あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
海外投資家向けに定期的説明会は実施しておりませんが、今後の株主構成
等の状況を勘案しながら、開催について検討してまいります。

なし

IR資料のホームページ掲載
ＩＲ活動に合わせ、自社ホームページに設けているＩＲサイトにおいてＩＲ資料を
掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 経営戦略部に所属する担当者を配置しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明



社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社では、経営管理部法務グループによるコンプライアンスに関する研修や注意喚起を実
施し、不正行為等の予防、早期発見および自浄作用の実効性を図り、コンプライアンス経
営の強化に取り組んでいます。

万一、不正行為を発見した場合に備え、ヘルプライン制度を設け、相談・通報体制を運用し
ております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

ステークホルダーに対する情報提供に係る方針は「ＩＲポリシー」として明文化し、東京証券
取引所が定める適時開示規則に則った情報開示を実施するとともに、投資判断に影響を
与える重要情報については、全てのステークホルダーが平等に入手できるように努めてい
ます。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、2021年２月15日開催の取締役会において、内部統制システム構築の基本方針について、以下のとおり決議しております。

取締役の業務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他業務の適正を確保するための体制についての決定内容の
概要は、以下のとおりであります。

■内部統制システムの整備に関する基本的考え方

当社グループ（当社及び当社子会社、以下同じ。）は、すべての役員及び社員（従業員、契約従業員、臨時従業員、派遣社員、その他当社の業務
に従事するすべての者）が、職務を執行するにあたっての基本的考え方として、以下を定めております。

当社グループは、「もっとおもしろくできる」という企業理念の下、インターネットサービスを通じて個人の表現活動を支え続け、さらには、インター
ネットと表現の可能性を追求し、誰でも活躍できる機会を提供したいという想いから「人類のアウトプットを増やす」サービスを提供し続けることを
ミッションとしております。

　このミッションを実現するために、適正な業務執行のための体制を整備し、運用して行くことが重要な経営の責務であると認識し、以下の内部統
制システム構築の基本方針を定めるとともに、今後とも社会・経済情勢その他の環境の変化に応じて適宜見直しを行い、その改善・充実に努めて
まいります。

■内部統制システムに関する体制の整備

１.当社グループの取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　取締役会は、取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため、コンプライアンス体制の整備に努めています。

　コンプライアンス意識の浸透、向上を図るため従業員に対するコンプライアンス教育を実施しております。

　内部監査室によりコンプライアンス体制の有効性について監査が行われるとともに、コンプライアンス体制の状況は代表取締役社長に報告して
おります。

　各取締役は、取締役又は使用人の職務の執行が法令及び定款に適合していない事実を発見した場合、取締役会及び監査等委員会に報告いた
します。監査等委員会は、取締役の職務の執行について監査を行います。

　当社グループは、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは、一切の関係をもたないことを基本方針とし、反社会的勢力から不当要
求を受けた場合には、組織全体で毅然とした態度で臨み、反社会的勢力による被害の防止に努める体制を整備しております。

　また、警察などの外部機関や関連団体との信頼関係の構築及び連携に努めており、反社会的勢力排除のための体制の整備強化を推進してお
ります。

２.当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務の執行に係る情報は、情報セキュリティ規程及び文書管理規程等の社内規程に従って文書又は電磁的記録により適切に保存、
管理を行っております。取締役は、これらの情報を常時閲覧することができます。

３.当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　リスク管理は企業価値を向上をさせる仕組みであるとの認識の下、リスク発生事案に関する情報の把握と顕在化したリスクによる顧客及び当社
への影響を極小化するための対策を推進し、適切なリスク管理を行うことを経営の重要課題と位置づけ、ペパボ向上委員会規程に基づき、ペパ
ボ向上委員会を設置し、同委員会で、リスク管理に関する体制、方針の決定、及び各部署のリスク管理体制についての評価、指導を行い、その結
果を定期的に取締役会に報告する体制を構築しております。

　また、事業の特性上、情報セキュリティをより重要と認識していることから、情報セキュリティに関する専門部署であるセキュリティ対策室を設置
し、情報セキュリティ規程を定め、経営活動に寄与すべく情報資産の利用・保護体制の整備・強化を行います。さらに、当社の情報セキュリティの
向上に貢献する組織として、情報セキュリティ規程及びペパボCSIRT規則に基づき、ペパボCSIRTを設置いたしました。なお、重大なインシデント発
生時には対策本部を設置し、セキュリティ対策室とペパボCSIRTとが連携して、顕在化したリスクによる顧客及び当社への影響を極小化するため
の体制を構築しております。

　内部監査室は、リスク管理の状況を監査するとともに、内部監査の実施によって損失の危険のある業務執行行為を発見した場合には、発見した
危険の内容、損失の程度等について経営会議及び監査等委員会に報告いたします。

４.当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役会は月一回定時取締役会を開催し、必要に応じて臨時取締役会を開催しております。

　取締役会から委嘱された業務執行については、代表取締役社長を議長とし常勤取締役を主要なメンバーとする経営会議を毎週一回開催し、そ
の審議を経て決定を行います。

　組織規程、業務分掌規程及び職務権限規程等により各取締役の担当、権限及び責任を明確化しております。

　また、取締役会において選任された執行役員に業務執行の権限及び責任を委譲することにより、機動的に職務を執行いたします。

　取締役の指名報酬などに係る取締役会の機能の独立性・客観性を強化するため、取締役会の下に独立社外取締役を主要な構成員とする任意



の諮問委員会として、指名・報酬委員会を設置し、取締役の指名及び報酬は、指名・報酬委員会で決定いたします。

５.当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　当社グループと親会社等との取引については、非支配株主保護の観点から、取引条件の客観性及び合理性を確保するため、その取引につい
て慎重に検討し判断しております。

　当社は、当社グループ各社に取締役もしくは監査役を一定数派遣し、業務執行の状況について常時把握し、重要な意思決定事項については、
事前に当社取締役会に付議することにより、企業集団全体としての業務の適正性を確保いたします。

　関係会社管理規程に基づき、代表取締役社長統括のもと、各担当取締役及び担当部門が当社グループ各社に対して必要な業務の執行及び管
理を行います。また、当社グループ各社の責任者が参加する会議等において、情報共有することにより、その状況を把握しております。さらに、監
査等委員会及び内部監査室が子会社監査を実施することにより業務の適正を確保いたします。

６.監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項

　監査等委員会において監査等委員会の職務を補助すべき使用人を求める決議がされた場合は、速やかに使用人を選任し、監査等委員会の指
揮命令のもとで、業務を補助する体制をとります。

７.監査等委員会の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　監査等委員会の職務を補助すべき使用人の独立性を確保するため、当該使用人の任命、異動、人事考課等の人事権に係る事項の決定は、監
査等委員会の同意を得るものとします。

８.取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会に報告をするための体制その他の監査等委員会への報告に関する体
制

　監査等委員である取締役は取締役会に出席し報告を受けます。また、監査等委員である常勤取締役は、経営会議その他重要な会議に出席し
報告を受けます。

　監査等委員会は、稟議書等重要な決裁書類等を閲覧し、必要に応じて取締役、使用人等にその説明を求め、重要な意思決定の過程及び業務
の執行状況を把握することができるものとします。

　取締役は、以下に定める事項について発見したときは直ちに監査等委員会にこれを報告するものとします。

　　①会社の信用を大きく低下させたもの、又はその恐れのあるもの

　　②会社の業績に大きく悪影響を与えたもの、又はその恐れのあるもの

　　③社内規程への違反で重要なもの

　　④その他上記①～③に準じる事項

９.当社の子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員、法第598条第１項の職務を行うべき者その他これらの者に相当する者及び使用人又は
これらの者から報告を受けた者が当社の監査等委員会に報告をするための体制

　当社の内部監査部門は子会社の内部監査の状況について、当社の監査等委員会へ報告します。また、当社グループの内部通報制度の担当部
署は、当社グループの役職員からの内部通報の状況について、定期的に当社の監査等委員会に対して報告しております。

１０.当社の監査等委員会へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

　取締役及び使用人の職務の執行が法令・定款に適合していない事実を発見した者が通報できる体制（内部通報制度及びヘルプライン窓口）を
整備し、内部通報規定において、監査等委員会へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを定めております。

１１.監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職
務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　当社は、監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生ずる費用等を支弁するため、毎期、一定額
の予算を設けます。また、当該費用等が、当該監査等委員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、当該費用等を負担いたします。

１２.その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査等委員会は、内部監査室及び会計監査人と意見交換を行い、効率的な監査を行います。

　また、監査等委員会と代表取締役は定期的に情報及び意見の交換を行い、相互の意思疎通を図ります。

１３.財務報告の信頼性を確保するための体制

　当社グループでは、金融商品取引法の定めに従って、財務報告に係る内部統制が有効かつ適切に行われる体制の整備、運用、評価を継続的
に行い、財務報告の信頼性と適正性を確保します。

　内部監査室は、財務報告に係る内部統制について監査を行う。監査を受けた部署は、是正、改善の必要があるときは、その対策を講じます。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、反社会的勢力に利益を供与することはもちろん、反社会的勢力と関わること自体、いかなる形であっても絶対にあってはならないことと認
識しております。役職員は、顧客、市場、社会からの信頼を得るべく、反社会的勢力の不当な介入を許すことなく、断固として排除する姿勢を示す
よう心掛けており、常に株主、顧客、取引先への責任を重く認識し、自己を律しております。

整備状況については、反社会的勢力からの不当要求が発生した際に、発生部門から法務部門に対して速やかに報告・相談し、脅迫・暴力行為の
危険性が高く緊急を要する場合には、直ちに警察への通報がなされる体制を構築しております。また、反社会的勢力に関して得た情報をデータ
ベースとして取引先や株主の属性判断の際に活用できる体制を構築しております。さらに、2009年４月１日には社団法人警視庁管内特殊暴力防
止対策連合会へ加入し、連絡会・研修会に参加して情報の入手及び対策について強化を図っております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――




